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１ 次の文を読み、以下の問いに答えなさい。 

 

日本の政治制度は、 A を基本原理として①権力分立と議会制民主主義を取り入れ

ている。国会は国権の最高機関であり、国の唯一
ゆいいつ

の立法機関である。この国会を基礎に

行政府である内閣をおく B を採用している。また、司法には C の大原則が確立

されている。このような統一的な国家にあっても、地域の運営はその地域の住民や②地

方公共団体が行っている。また、裁判そのものに一般市民の直接的な参加を認める 

 D 制度が「 E 改革の一環」として 2009 年に導入された。 

 

問１ 下線部①について、誤っている記述を、以下の①～⑤の選択肢から一つ選びなさ

い。 

 

① ロックは立法権と執行権を分離し、立法権優位の制度を提案した。 

② 国家権力が１つの機関や勢力に集中することによる弊害
へいがい

を防ぐ。 

③ 国家権力の役割は治安の維持など最小限の機能に限定する。 

④ モンテスキューは、立法・行政・司法の三権分立制を提唱した。 

⑤ モンテスキューは、政治上の自由を確保するために、完全に対等な三権によ

る抑制と均衡を図ることを主張した。 

 

問２ 下線部①の原則に基づく三権相互の抑制に関して、認められている権限につい

て、適切なものを、以下の①～⑤の選択肢から一つ選びなさい。 

 

① 国会議員の不起訴処分の当否を審査する検察審査会の設置 

② 国会による内閣不信任の決議に対する参議院の解散 

③ 参議院の緊急集会による違憲審査 

④ 国会による弾劾裁判所の設置 

⑤ 国政に関して改めて民意を問う必要があると判断できるときの参議院の解

散 
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問３ 下線部①において、国会、内閣、裁判所の権限の説明として、適当でないものを、

以下の①～⑤の選択肢から一つ選びなさい。 

 

① 国会は、租税の賦課
ふ か

・徴 収
ちょうしゅう

について法律を定める。 

② 内閣総理大臣は、自衛隊の防衛出動および治安出動の命令を行う。 

③ 内閣は、天皇の国事行為に対する助言と承認を行う。 

④ 最高裁判所の長たる裁判官は国会が指名して天皇が任命する。 

⑤ 内閣総理大臣は、閣議を主宰
しゅさい

し緊急事態の布告を行う。 

 

 

問４ 下線部②が自ら行う活動の説明として、適当でないものを、以下の①～⑤の選択

肢から一つ選びなさい。 

 

① 持続可能な地域再生を目指し、自治体みずからが地域経済を活性化し雇用を

創出する。 

② ふるさとや応援したい自治体など、今住んでいる場所とは異なる自治体に対

して納税を行う。 

③ それぞれの地域にあった独自な地域づくりの理念や原則、自治体運営のルー

ルを作る。 

④ 環境、福祉、まちづくりなどの仕事を、住民の参加や協力のもとに遂行する。 

⑤ 住民が投票によって、首長と議会の直接公選を行う。 

 

問５ 下線部②に関する地方自治の説明として、適切なものを、以下の①～⑤の選択肢

から一つ選びなさい。 

 

① 都道府県の議会は、その都道府県の地域で効力を持つ法律を制定できる。 

② 市町村の仕事は、自治事務と機関委託事務に分類される。 

③ 地方自治は、日本国憲法によって制度として保障されている。 

④ 住民は首長と議会を直接選ぶことができるが、議会の解散は請求できない。 

⑤ 条例で刑罰を定めることはできない。 
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問６ 文中の空欄 A に入る適切な語句を、以下の①～⑤の選択肢から一つ選びなさ

い。 

 

① 個人の尊重   ② 人民主権 

③ 法の下
もと

の平等    ④ 国民主権 

⑤ 勤労の義務 

 

 

問 7 文中の空欄 B に入る適切な語句を、以下の①～⑤の選択肢から一つ選びなさ

い。 

 

① 議院内閣制  ② 大統領制 

③ 直接民主制   ④ 民主的権力集中制 

⑤ 半大統領制 

 

問８ 文中の空欄 C に入る適切な語句を、以下の①～⑤の選択肢から一つ選びなさ

い。 

 

   ① 最高裁判所の規則制定権      ② 裁判官の職権の独立 

③ 司法権の独立 ④ 裁判官の身分保障 

⑤  裁判官の報酬の保障 

 

問９ 文中の空欄 D に入る適切な語句を、以下の①～⑤の選択肢から一つ選びなさ

い。 

 

① 弁護士           ② 検事 

③ 検察官 ④ 司法委員 

⑤ 裁判員 
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問１０ 文中の空欄 E に入る適切な語句を、以下の①～⑤の選択肢から一つ選びな 

さい。 

 

   ① 内閣制度              ② 再審制度 

③ 死刑制度 ④ 身分保障制度 

⑤ 司法制度 

 

問１１ 文中の D 制度が導入された理由として最も適切な説明を、以下の①～⑤の

選択肢から一つ選びなさい。 

 

   ① プロの法律家を育てるため               

② 裁判手続きをもっと厳格に行う必要があるため 

③ 就職先がなくて困っている人を助けるため 

④ 裁判官の負担を軽減するため 

⑤ 一般市民の感覚を裁判に反映させるため 
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２ 次の文を読み、以下の問いに答えなさい。 

 

経済活動の担い手は、主として家計、企業、政府である。家計は、企業に生産要素を

提供し、対価として所得を受け取り、生活に必要な財・サービスを購入する。所得から

消費支出と租税を除いた残りは①貯蓄となる。②企業は、土地、資本、労働力を組み合わ

せて、利潤の獲得
かくとく

を目的とした生産活動を行っている。政府は、家計や企業に対して租

税を課し、その収入で           A           。一定期間内

にどれだけの経済活動が行われたかをあらわす指標として③国内総生産（GDP）がある。

この指標が拡大することを④経済成長という。 

経済の国際化のなかで、日本経済はさまざまな変化を繰り返してきた。1980 年代後

半には、全国の地価と株価が高騰
こうとう

し、 B が発生した。また、経済活動の周期的な動

きである⑤景気循環が生じる最大の原因は、需給のバランスが崩れることである。 

 

問１２ 文中の空欄 A に入る文章として、適切なものを、以下の①～⑤の選択肢か

ら一つ選びなさい。 

 

① 道路、港湾
こうわん

などの社会資本や年金、医療などの社会保障を行う。 

② より高い所得者により高い税率を適用し所得の再配分を図る。 

③ 国債の発行により家計の余剰貯蓄を吸収し、投資に回す。 

④ 景気循環の平準化を図り、経済の安定化を図る。 

⑤ 相続税の減税分を補填する。 

 

問１３ 下線部①の説明として、適当でないものを、以下の①～⑤の選択肢から一つ選

びなさい。 

 

① インフレーションは、預貯金が実質的に目減りするため、預貯金をもつ家計

には悪影響となる。 

② 貯蓄の多くは銀行に預金され、企業に貸し付けられる間接金融が主流であ

る。 

③ ペイオフの全面解禁により、銀行預金者は金融機関の経営状態を把握
は あ く

し、選
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択することが求められる。 

④ 市場メカニズムのもとでは、不平等になる傾向があるため、政府は平等化を

図る必要がある。 

⑤ 銀行預金や株式・社債などの証券購入にあてられ、企業の投資資金になる。 

 

問１４ 下線部②の中で最も代表的な会社形態である株式会社の説明として、適当でな

いものを、以下の①～⑤の選択肢から一つ選びなさい。 

 

① 経営の専門性・複雑性が高まるにつれて、専門経営者に経営をゆだねるよう

になった。 

② 株式を発行し、適格機関投資家のみから資金を集め、事業を展開する。 

③ 銀行借入、社債発行、新株発行など外部資金の導入により資金調達をはかる

ことができる。 

④ 株主は、会社の意思決定における議決権をもち、出資額に応じて配当を受け

る。 

⑤ 株主は、出資額を限度に有限責任を負う。 

 

問１５ 下線部②の中で中小企業の説明として、適当でないものを、以下の①～⑤の選

択肢から一つ選びなさい。 

 

① 労働生産性、賃金や労働条件などで大企業とは大きな格差がある。 

② 大企業の下請けや、人的、技術的、資本的に大企業と密接な関係のある系列

企業となることが多い。 

③ コミュニティ・ビジネスなど、新たなビジネスチャンスが生まれている。 

④ 規模の小さな市場で、既存企業が商品やサービスを供給していない分野に進

出しやすい。 

⑤ 地域資源を活用した 8 次産業化によるビジネスが急拡大している。 
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問１６ 下線部③の説明として、適切なものを、以下の①～⑤の選択肢から一つ選びな

さい。 

 

① １年間に一国の国内で新たに生み出された付加価値の合計額。 

② １年間にその国の国民が新たに生み出した付加価値の合計額。 

③ 国民総所得（GNI）から生産活動で摩耗
ま も う

した機械や建物など固定資本減耗を

差し引いた額。 

④ 国民純生産（NNP）から製品価格に含まれる間接税を差し引き、政府の補助

金を加えた額。 

⑤ 一国の政府・企業・個人が外国に保有している資産から、外国が国内に保有

している資産を差し引いた額。 

 

問１７ 下線部③の GDP は国のゆたかさを示す指標として限界があると言われ、GDP

にかわる指標の開発がひろがっている。その背景の説明として、適当でないもの

を、以下の①～⑤の選択肢から一つ選びなさい。 

① たんなる所得上昇だけを求めなくなった。 

② 国民が豊かさを実感しにくくなってきた。 

③ 環境的な良好さや社会的な公正を求めるようになった。 

④ 市場で取引されない家事労働や余暇が GDP に反映されない。 

⑤ 公害問題が引き起こす諸費用が GDP に反映されない。 

 

問１８ 下線部④について、戦後我が国の高度経済成長の背景にあった事柄として、適

当でないものを、①～⑤の選択肢から一つ選びなさい。 

① 農林水産業から工業・サービス業などに労働人口が移動した。 

② 高い人口増加率による豊富な労働力の供給があった。 

③ 企業の積極的な生産拠点の海外移転や M&A による企業買収があった。 

④ 積極的な海外技術の導入と改良、技術革新による生産性の向上があった。 

⑤ 耐久
たいきゅう

消費財の普及が 1960 年代前半までの高度経済成長を牽引
けんいん

した。 
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問１９ 下線部④に関して、経済が発展するにつれて、産業の中心が第 1 次産業から

第 2 次産業、さらには第 3 次産業へとシフトしていく、産業構造が高度化する

現象を指し示す用語として、適切なものを、①～⑤の選択肢から一つ選びなさ

い。 

① 大量消費社会       ② スタグフレーション 

③ 産業の空洞化       ④ 新自由主義 

⑤ ペティ＝クラークの法則 

 

問２０ 下線部④を下支えする原動力になるものとして、適当でないものを、以下の①

～⑤の選択肢から一つ選びなさい。 

 

   ① 労働人口の伸び      ② 資本ストック 

   ③  技術革新         ④ 文化保存 

⑤ 設備投資 

 

問２１ 文中の空欄 B に入る語句として、適切なものを、以下の①～⑤の選択肢

から一つ選びなさい。 

① 失われた 10 年 

② バブル経済 

③ 平成不況 

④ 格差社会 

⑤ 男女平等社会 
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問２２ 下線部⑤により発生し得る事柄として、適切でないものを、以下の①～⑤の選

択肢から一つ選びなさい。 

 

     ① 景気が後退に転じる場合は超過供給が発生し、製品の販売が停滞するため、  

在庫が積みあがる。       

② 不況期には、生産能力と需要のずれが解消されても、設備投資は伸びない。 

③ 景気が良くなると、企業の生産活動が増大し、所得が増加する。 

④  好況局面では、支出・生産・分配の拡大
かくだい

現象が同時に起きる。 

         ⑤   設備投資の変動により、10 年程度の循環周期の波が起きる。 
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３ 次の文を読み、以下の問いに答えなさい。 

 

現代社会では、多くの①企業によって経済が営まれている。近年の②規制緩和や産業構

造の変化などにより、③中小企業に国内外でのビジネスチャンスが生まれている。中小

企業と大企業の A が弱まる中で、より自律的な経営や事業所の展開を行う中小企業

が増えている。大企業よりも中小企業の方が進出しやすいとされる B における④イ

ノベーションは、日本の中小企業の特徴である。最近では、環境問題、高齢者支援、地

域活性化などの社会問題に取り組む⑤社会的企業や C も急増し、資金調達の場とし

て D  も設置されている。こうした中小企業の変化は⑥政策にも影響を与えている。  

 

 

問２３ 下線部①について、日本の企業に関する説明として適切なものを、以下の①～

⑤の選択肢から１つ選びなさい。 

 

① 労働力、資本、土地を生産要素として家計に提供し、財、サービスの形で所

得を受け取る。 

② 一定期間における企業の売上高から、減価償却費などの生産に伴う費用を差

し引いたものを、消費という。 

③ 企業統治（コーポレート・ガバナンス）が強化された企業では、投資ファン

ドが短期的な利益を求めにくい。 

④ 株主主権の考え方のもとでは、高配当の維持やキャピタルゲインの実現が重

視される。 

⑤ 公私混合企業は、個人や私的な団体が出資し、事業を通じて得た利潤を出資

者で分配することを目的とする。 
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問２４ 下線部①の代表的な形態として、株式会社があげられる。日本の株式会社に関

する説明として適切なものを、以下の①～⑤の選択肢から１つ選びなさい。 

 

① 株主は持株会にて議決権を行使して重要な意思決定を行ない、取締役が日常

の経営業務を実行し、監査役が経営の実態を監査する。 

② 株式会社以外に、会社法で新設できる会社は、有限会社、合資会社、合同会

社である。 

③ 出資者は、会社が倒産した場合、資産額を限度とした負債を負う。 

④ 株式で集めた資金は他人資本であり、元本の返済や金利負担が必要である。 

⑤ 内部留保（内部資金）は、設備投資や研究開発投資、合併・買収（M＆A）

や事業再構築（リストラクチャリング）の重要な原資となる。 

 

問２５ 下線部②について、諸規制を緩和・撤廃して競争原理を導入するために 1997

年に行われた改革として、適切なものを、以下の①～⑤の選択肢から１つ選びな

さい。 

 

①  日本型金融ビッグバン      ② 護送船団方式 

③ アクティベーション      ④  内発的発展 

⑤ 6 次産業化 

 

問２６ 下線部③について、中小企業基本法における中小企業の定義として、あてはま

らないものを、以下の①～⑤の選択肢から１つ選びなさい。 

 

① 製造業で従業員数 300 人以下または資本金３億円以下 

② 卸売業で従業員数 100 人以下または資本金１億円以下 

③ 小売業・飲食店で従業員数 50 人以下または資本金 5000 万円以下 

④  サービス業で従業員数 100 人以下または資本金 5000 万円以下 

⑤ 運輸業で従業員数 50 人以下または資本金 1 億円以下 
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問２７ 文中の空欄 A に入る適切な語句を、以下の①～⑤の選択肢から１つ選びな

さい。 

 

① 循環型モデル          ② 副業的関係 

③ 持株会社形式           ④  下請け取引構造 

⑤ 信用創造機能 

 

問２８ 文中の空欄 B に入る適切な語句を、以下の①～⑤の選択肢から１つ選びな

さい。 

 

①  ニッチ市場             ② 自由化市場 

③  メセナ市場              ④ グローバル市場  

⑤ 研究開発市場 

 

問２９ 下線部④について、「イノベーション（技術革新）こそが資本主義経済発展の

原動力である」と説いた経済学者の名前として、適切なものを以下の①～⑤の選

択肢から１つ選びなさい。 

 

① ピケティ            ② ケインズ 

③ シュンペーター          ④  アダム=スミス 

⑤ フリードマン 

 

問３０ 下線部⑤について、社会的企業の説明として、適当でないものを、以下の①～

⑤の選択肢から１つ選びなさい。 

 

① 2014 年の日本の社会的企業の規模は対 GDP 比 3.3%である。 

② 組織形態は、株式会社、または協同組合である。 

③ 一般の企業と同様に、地域の経済と雇用を支える機能がある。 

④ 活動のための資金や場所の確保に苦労しているところも多い。 

⑤ 自治体からみると、行政的・財政的な補完を果たしている。 
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問３１ 文中の空欄 C に入る適切な語句を、以下の①～⑤の選択肢から１つ選びな

さい。 

 

① 地域包括企業体         ② 新興工業経済群 

③ マイクロ・マーケット      ④ オプション・ワーク 

⑤ コミュニティ・ビジネス 

 

問３２ 文中の空欄 D に入る適切な語句を、以下の①～⑤の選択肢から１つ選びな

さい。 

 

① 地域共同金融公庫        ② 金融持株会社 

③ 中央証券取引所         ④ 新興株式市場 

⑤  産業支援再生機構 

 

問３３ 下線部⑥の政策への影響に関する説明として、もっとも適切なものを、以下の

①～⑤の選択肢から１つ選びなさい。 

 

① 産業・雇用・地域・生活の場の連携を図るため、オフショアリングを重視

した支援策を実施するようになった。 

② 異分野連携や産業クラスターなどの企業間の取組みを重視した政策がとら

れるようになった。 

③ 中小企業の保護政策として、かんばん方式を禁止するようになった。 

④  中小企業憲章では、経済の二重構造の拡大を提言した。 

   ⑤ 地域経済の安定と企業内貿易強化を重視する条例の制定と運用を行う自治

体が増加した。 
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２０２２年度入学試験解答用紙 

【模範解答】 

政治・経済解答用紙（１/１）:A 日程 

１  （合計３３点：各３点×１１問） 

問１ ③  問 2  ④  問 3  ④  問 4  ②  問５ ③  

問 6  ④  問 7  ①   問 8  ③   問９  ⑤  問１０ ⑤   

問１１ ⑤ 

 

２  （合計３３点：各３点×１１問） 

問１２  ① 問１３ ④ 問１４ ②  問１５ ⑤  問１６ ①  

問１７ ⑤ 問１８ ③ 問１９ ⑤  問２０ ④  問２１ ② 

問２２ ② 

 

３  （合計３４点：各３点×１０問、問３３のみ４点） 

問２３ ④  問２４ ⑤  問２５ ①   問２６ ⑤ 問２７ ④   

問２８ ①  問２９ ③  問３０ ②   問３１  ⑤    

問３２ ④   問３３ ② 

 

 

 


